
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成25年５月10日

【四半期会計期間】 第110期第３四半期(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日)

【会社名】 椿本興業株式会社

【英訳名】 TSUBAKIMOTO　KOGYO　CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　椿　本　哲　也

【本店の所在の場所】 大阪市北区梅田３丁目３番２０号

【電話番号】 大阪　06－4795－8806

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　　春　日　部　　博

【最寄りの連絡場所】 大阪市北区梅田３丁目３番２０号

【電話番号】 大阪　06－4795－8806

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　　春　日　部　　博

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

　 　(大阪市中央区北浜１丁目８番１６号)

　 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 椿本興業株式会社東京本社

　 　(東京都港区港南２丁目１６番２号)

　 椿本興業株式会社名古屋支店

　 　(名古屋市中区錦３丁目６番３４号)

　 椿本興業株式会社横浜支店

　 (横浜市西区北幸２丁目１５番１０号)

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

訂正四半期報告書

 1/24



１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

当社において、平成25年３月13日に架空取引の疑いが生じたことから、３月14日に経理部門及びコンプ

ライアンス部門からなるタスクチームを直ちに立ち上げ、調査を開始いたしました。その結果、過去にお

ける複数の取引先との取引において、実態のない取引の売上計上及び仕入計上があったとの判断から、事

実関係及びその内容の詳細な解明を行うため、３月18日当社代表取締役社長を委員長とする社内調査委

員会を設置した上で、当社において不正取引が行われていたことが判明した旨の事実を開示いたしまし

た。さらに３月25日には、第三者委員会を設置し、その旨を開示いたしました。同日以降、第三者委員会は

関係者へのヒアリングやその他利用可能な方法により、当社の不正取引に関して調査を実施し、５月２

日、当社は第三者委員会より調査結果を記載した調査報告書を受領いたしました。

平成25年５月２日付の第三者委員会による調査報告書の指摘及び社内調査委員会の結果を受け、過去

に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な

会計処理を訂正し、有価証券報告書等の訂正報告書を提出することを、平成25年５月９日の取締役会の承

認を経て決定いたしました。

　
２．会計処理

社内調査委員会及び第三者委員会による調査により、当社元従業員が特定の仕入先と共謀し、平成10年

秋頃より実在取引に関連して仕入の水増し発注や架空工事代金の追加発注を開始し、その後平成17年頃

より複数の関係取引先の協力を得て、実態のない取引の売上計上及び仕入計上（以下「架空・循環取

引」という。）が行われていたことが判明いたしました。

　仕入代金の水増しや架空工事代金の発注金額のうち元従業員の現金着服部分として特定できた金額は、

「売上原価」から「長期未収入金」に振り替えるとともに、回収不能な債権に対して「貸倒引当金」を

計上いたしました。架空・循環取引は、商品の移動を伴わない単なる資金移動にすぎないと判断し、関連

する売上高や売上原価、債権債務等について取り消し、その他必要と認められる修正を行いました。

これらの決算訂正により、当社が平成25年２月７日付で提出いたしました第110期第３四半期（自　平

成24年10月１日　至　平成24年12月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、そのレビュー報告書を添付しております。

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。
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２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第１　企業の概況

　　　　１　主要な経営指標等の推移

　　第２　事業の状況

　　　　３　財政状態及び経営成績の分析

　　第４　経理の状況

　　　　１　四半期連結財務諸表

　四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第109期
第３四半期
連結累計期間

第110期
第３四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 56,023 57,911 80,097

経常利益 (百万円) 1,281 1,151 1,952

四半期(当期)純利益 (百万円) 315 375 554

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △136 320 1,083

純資産額 (百万円) 10,210 11,422 11,430

総資産額 (百万円) 47,256 46,647 51,572

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 9.80 11.67 17.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.4 24.2 22.0

　

回次
第109期
第３四半期
連結会計期間

第110期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益又は四
半期純損失（△）

(円) 0.03 △1.79

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

なお、平成24年４月１日付で実施した組織改革で、従来の取扱商品別による事業部制を廃止いたしまし

た。

国内営業体制について、関係会社を含めた当企業グループの営業部門は、顧客ごとに大きく３つのエリア

（地区）に区分しました。これにより、従来は事業部ごとに別々に取り扱っていた、地域特性を生かした商

品・サービスを、担当エリア部門が一括して顧客にご提供・ご提案できる体制となりました。

また、海外ビジネス担当部門やマテリアルビジネス担当部門の強化に加え、海外商品を含めた全社的な新

商品の開発や製造業の動向を先取りした商品の全社的育成に取り組む部門を新設し、これらを総合した開

発戦略本部を発足させました。

これに伴い、第１四半期連結会計期間より、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを変更

しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表（セグメント情報等）」をご参照くだ

さい。

以上を整理した結果、当企業グループと主要仕入先である㈱椿本チエインを含めた主な事業内容と当企

業グループ内の各社の該当事業に係る位置づけは次のとおりであります。なお、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表（セグメント情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一の区分であります。
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＜事業系統図＞

事業の系統図は次のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等、又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、東日本大震災復興に向けた需要、消費刺激策によ

り緩やかな回復の動きは見られるものの、長期にわたる円高や近隣諸国との関係悪化で輸出の回復がみ

られない状況で推移いたしました。世界経済は、長期化する欧州経済の停滞、これまで高い成長を維持し

続けてきた中国をはじめとする新興国経済の減速により厳しい状況にあります。

このような状況下、当企業グループでは、国内では全般的に今一つ盛り上がらない設備投資状況の中、

比較的好調な自動車関連、新エネルギー関連、環境関連、食品関連、医療・医薬関連業界に対して、国内外

で営業協業体制を強化し積極的営業展開を行った結果、売上高で前年同期を上回ることができました。

　利益面では、新商品開発費用、海外案件の増加に伴う営業費用が増加したことで、前年同期に比べ、営業

利益・経常利益で若干の減益となったものの、前年同期に比べ投資有価証券評価損が少額であったこと

などから四半期純利益は増益となりました。
　

当第３四半期連結累計期間の業績は、

売上高　　　　５７９億１１百万円　（前年同期比　１０３. ４％）

営業利益　　　　１０億３９百万円　（前年同期比　　８７．２％）

経常利益　　　　１１億５１百万円　（前年同期比　　８９．８％）

四半期純利益　　　３億７５百万円　（前年同期比　１１８．９％）

となりました。
　 報告セグメントの業績は以下のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更しており、各報告セグメントの業績は、変更

後の区分方法に基づいて記載しております。
　

（東日本営業本部）

北海道・東北・甲信越・関東地区において機械部品から搬送設備等の自動化・省力化商品を中心に

顧客のニーズにあった最適な商品を提供している部門で、その売上高は全体の約37％を占めておりま

す。

当第３四半期連結累計期間は、このエリア（地区）において自動車関連業界の国内外での活発な設

備投資と半導体業界の景気回復に支えられたものの、依然として液晶業界に回復の兆しが見られない

ことと、中国及び国内の自動車部品需要が減少したことで、当本部の売上高は、212億52百万円（前年同

期比92.7％）となりました。
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（中日本営業本部）

東海地区において機械部品から搬送設備等の自動化・省力化商品を中心に顧客のニーズにあった最

適な商品を提供している部門で、その売上高は全体の約14％を占めております。

当第３四半期連結累計期間は、このエリア（地区）内の顧客である自動車関連業界、航空機関連業

界、食品業界の設備投資が好調であったことにより、当本部の売上高は、83億98百万円（前年同期比

126.9％）と大幅な増収となりました。

　
（西日本営業本部）

北陸・関西・中国・四国・九州地区において機械部品から搬送設備等の自動化・省力化商品を中心

に顧客のニーズにあった最適な商品を提供している部門で、その売上高は全体の約26％を占めており

ます。

当第３四半期連結累計期間は、このエリア（地区）において、依然として鉄鋼・化学などの素材産業

及び電機業界の景気回復が見られないものの、環境・エネルギー関連業界・液晶関連業界向けの設備

投資の増加で、当本部の売上高は、149億6百万円（前年同期比104.2％）となりました。

　
（開発戦略本部）

当企業グループ全体の海外ビジネスやマテリアルビジネスを担当し、それらビジネスの拡大や、制御

・センシングビジネスに向けた新商品の開発にも取り組んでいる部門で、その売上高は全体の約23％

を占めております。

当第３四半期連結累計期間は、海外での自動車関連業界の設備投資が増加したことと、国内外で新商

品の介護・衛生関連商品及び三角ティーバッグ高速製造装置等が売上を伸ばし、当本部の売上高は、

133億54百万円（前年同期比109.6％）となりました。

　

(2) 資産・負債・純資産の分析

① 資産の部

当第３四半期連結会計期間末の総資産は466億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億24百万

円減少いたしました。流動資産は47億33百万円減少いたしました。主な要因は、受取手形及び売掛金が

44億88百万円減少、電子記録債権が４億36百万円減少したこと等によるものであります。固定資産は、

１億91百万円減少いたしました。主な要因は、投資有価証券の時価が前連結会計年度末に比べ下落した

ことにより２億74百万円減少したこと等によるものであります。
　

② 負債の部

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は352億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億17百

万円減少いたしました。流動負債は48億99百万円減少いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金

が48億67百万円減少したこと等によるものであります。一方、固定負債は17百万円減少いたしました。
　

③ 純資産の部

当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は114億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ７百万

円減少いたしました。主な要因は、当四半期純利益を３億75百万円計上した一方、配当金の支払いを３

億26百万円実施した上、その他有価証券評価差額金が70百万円減少したこと等によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。
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(6) 受注、販売及び仕入の実績

当第３四半期連結累計期間において、受注、販売及び仕入実績の著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に

おける計画の著しい変更はありません。

　

(8) 重要な関連当事者との取引について

当第３四半期連結累計期間において、重要な関連当事者との取引に重要な変更はありません。

　

(9) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案する

よう努めておりますが、最近の事業環境の激変は、ますます厳しいものになっております。

このため、当企業グループは、創業100周年へ向け、平成22年４月より３ヶ年の連結中期経営計画をス

タートさせました。この連結中期経営計画の中では、社是に掲げた「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠

りなき商品の開発」の徹底実行を中期方針の要とし、当企業グループが日本国内の製造業の体制の変化

による国内空洞化に対応するために各部門の協働（COLLABO）により、「更なる総合力の発揮」「情報の

共有化」をキーワードに進めております。平成20年のリーマンショック後に中国・インドを中心に新興

国からの回復、或いはエコ減税・エコポイント等により消費の盛上った自動車・液晶・ＩＴ業界向けを

中心に幾分回復しましたが、その後、平成23年３月の東日本大震災という未曾有の災害は、日本のみなら

ず世界の産業にも影響を及ぼしました。そのような中で、計画初年度（平成23年３月期）には連結売上高

730億10百万円・経常利益12億51百万円、計画２年目（平成24年３月期）は連結売上高800億97百万円・

経常利益19億52百万円という結果になり、幾分盛り返しておりますが、まだまだ欧州債務危機、中国景気

の減速、IT・半導体関係の業績悪化等先行きの不透明感は否めません。

そこで、当企業グループは、平成23年４月より徹底したエリア戦略を実施し、国内空洞化に対してエリ

ア毎にきめ細かくフォローしていく体制の構築を決定致しました。まず、平成23年４月より中日本営業本

部を立ち上げ、その成果を確認できたため、平成24年４月からは全社で実施展開し、下記の施策を進めて

いるところであります。
　

① 点から面での営業へ転換すること。（徹底したエリア戦略の実施）

② エリア毎で機械部品から搬送設備等の自動化・省力化商品を中心とした機械設備までを一括し

て顧客に提供・提案することにより営業効率を高めていくこと。

③ 国内の地域経済圏の規模・特徴にマッチした営業力を整備することにより、国内市場の地域密着

営業を更に進めること。

④ 当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化

を計り、競争力を高めること。

⑤ 従来の事業部制では生まれにくいユニット商品及び海外商品を含めた新商品を開発していくこ

と。

⑥ 当企業グループの主要取扱商品である㈱椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基盤の拡

大・充実を計ること。

⑦ グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、ＩＴ等の新技術、環境・自動車等の新技術、素

材、エネルギー等、成長産業分野・有力業界での営業を拡大すること。

⑧ 中国・東南アジアでの営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓することにより海外事業の拡

大を計ること。

⑨ グループ一体となった情報・人材・業務・資金等の活用と営業・人材・業務・資金等の効率化、

リスク管理の充実により、当企業グループの経営効率を上げ収益力を強化すること。
　

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直し

を進めてまいります。

また、今後の指針となる新たな連結中期経営計画を策定準備しているところであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,489,84532,489,845

東京証券取引所 
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、1,000株でありま
す。

計 32,489,84532,489,845― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額　
(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年10月1日～
　平成24年12月31日

― 32,489 ― 2,945 ― 750

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成24年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　　　266,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式       95,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   31,882,00031,882 ―

単元未満株式 普通株式　　  246,845 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 32,489,845― ―

総株主の議決権 ― 31,882 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式723株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

当社

大阪市北区梅田

３丁目３番20号
266,000― 266,000 0.82

　 　 　 　 　 　

（相互保有株式）

椿本西日本㈱　（注２）

福岡市博多区博多駅南

４丁目15番８号
― 95,000 95,000 0.29

計 ― 266,00095,000361,000 1.11

(注) １　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２　椿本西日本㈱の「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（椿本興業株式会社取引先持株

会　大阪市北区梅田３丁目３番20号）によるものであります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

訂正四半期報告書

11/24



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しており

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 4,783 4,945
　 　 受取手形及び売掛金 ※１ 33,012 ※１ 28,523
　 　 電子記録債権 591 154
　 　 商品及び製品 1,998 1,943
　 　 仕掛品 1,236 1,519
　 　 繰延税金資産 171 151
　 　 その他 ※1,※2 942 ※1,※2 769
　 　 貸倒引当金 △177 △183

　 　 流動資産合計 42,557 37,824

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 591 639
　 　 無形固定資産 65 49
　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 7,019 6,744
　 　 　 長期未収入金 ※2 1,484 ※2 1,740
　 　 　 その他 1,462 1,454
　 　 　 貸倒引当金 ※2 △1,609 ※2 △1,806

　 　 　 投資その他の資産合計 8,357 8,134

　 　 固定資産合計 9,014 8,823

　 資産合計 51,572 46,647

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 ※１ 32,625 ※１ 27,758
　 　 短期借入金 210 170
　 　 未払法人税等 586 81
　 　 役員賞与引当金 140 70
　 　 前受金 1,802 2,247
　 　 繰延税金負債 11 9
　 　 その他 ※1,※2 1,035 ※1,※2 1,174

　 　 流動負債合計 36,410 31,511

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 2,000 2,000
　 　 退職給付引当金 1,169 1,159
　 　 長期未払金 359 343
　 　 繰延税金負債 0 0
　 　 その他 202 210

　 　 固定負債合計 3,731 3,713

　 負債合計 40,141 35,224
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　 　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 2,945 2,945
　 　 資本剰余金 1,805 1,805
　 　 利益剰余金 5,565 5,618
　 　 自己株式 △84 △85

　 　 株主資本合計 10,232 10,283

　 その他の包括利益累計額 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 1,192 1,122
　 　 繰延ヘッジ損益 5 △12
　 　 為替換算調整勘定 △82 △82

　 　 その他の包括利益累計額合計 1,115 1,027

　 少数株主持分 82 111

　 純資産合計 11,430 11,422

負債純資産合計 51,572 46,647
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 （単位：百万円）

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 56,023 57,911

売上原価 48,233 50,179

売上総利益 7,790 7,732

販売費及び一般管理費 6,599 6,693

営業利益 1,191 1,039

営業外収益 　 　
　 受取利息 3 3
　 受取配当金 113 126
　 持分法による投資利益 32 22
　 その他 28 24

　 営業外収益合計 177 177

営業外費用 　 　
　 支払利息 23 22
　 売上割引 24 26
　 為替差損 24 3
　 その他 15 13

　 営業外費用合計 87 65

経常利益 1,281 1,151

特別利益 　 　
　 固定資産売却益 － 6

　 特別利益合計 － 6

特別損失 　 　
　 投資有価証券評価損 115 38
　 貸倒引当金繰入額 100 195
　 その他 5 1

　 特別損失合計 220 235

税金等調整前四半期純利益 1,060 921

法人税、住民税及び事業税 557 455

法人税等調整額 170 60

法人税等合計 727 515

少数株主損益調整前四半期純利益 332 405

少数株主利益 16 30

四半期純利益 315 375
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 332 405

その他の包括利益 　 　
　 その他有価証券評価差額金 △437 △71
　 繰延ヘッジ損益 1 △17
　 為替換算調整勘定 △19 2
　 持分法適用会社に対する持分相当額 △14 0

　 その他の包括利益合計 △469 △85

四半期包括利益 △136 320

（内訳） 　 　
　 親会社株主に係る四半期包括利益 △145 287
　 少数株主に係る四半期包括利益 8 32
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる影響は軽微であります。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（不正取引及び不適切な会計処理について）

当社において、架空取引の疑いが生じたことから、外部の独立機関として第三者委員会を設置し調査を実施

するとともに内部調査委員会による調査を進めて参りました。

その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正取引及び不適切な会計処理が行われておりました。

（訂正報告書の提出について）

当社の不適切な会計処理について、当社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出

いたしました四半期報告書に記載されている四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半

期報告書の訂正報告書を提出することを決定しました。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形（営業外受取手形を含む） 591百万円 615百万円

支払手形（営業外支払手形を含む） 841百万円 1,026百万円

　

※２　不正取引に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

　
　

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

流動資産 　 　

　その他 　 　

　　営業外受取手形 25百万円 58百万円

固定資産 　 　

　投資その他の資産 　 　

　　長期未収入金 1,484百万円 1,740百万円

    貸倒引当金 △1,484百万円 △1,680百万円

流動負債 　 　

　その他 　 　

　　営業外支払手形 536百万円 543百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 61百万円 62百万円

のれんの償却額 1百万円 1百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 161 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年10月31日
取締役会

普通株式 96 3.00平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 225 7.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年10月31日
取締役会

普通株式 96 3.00平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
営業本部
(百万円)

中日本
営業本部
(百万円)

西日本
営業本部
(百万円)

開発戦略
本部
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 22,9196,61614,30312,18356,023 ― 56,023

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

1,215 606 857 1,126 3,805△3,805 ―

計 24,1357,22315,16013,30959,829△3,80556,023

セグメント利益 754 162 536 269 1,724 △532 1,191

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 1,724

セグメント間取引消去 21

全社費用(注) △554

四半期連結損益計算書の営業利益 1,191

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
営業本部
(百万円)

中日本
営業本部
(百万円)

西日本
営業本部
(百万円)

開発戦略
本部
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 21,2528,39814,90613,35457,911 ― 57,911

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

1,541 470 1,066 1,780 4,858△4,858 ―

計 22,7948,86815,97215,13562,770△4,85857,911

セグメント利益 665 258 493 215 1,633 △593 1,039

(注)　各セグメントに属する主要な商品は下記のとおりであります。
　

セグメント別 主要商品名

東日本営業本部
 
中日本営業本部
 
西日本営業本部

変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、各種セン

サー、電子機器、その他伝動機器

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装置、食品機

械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化装置、立

体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡシステム

開発戦略本部
海外における上記商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 1,633

セグメント間取引消去 △21

全社費用(注) △572

四半期連結損益計算書の営業利益 1,039

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日付の組織改編に伴い、事業セグメントの区分方法を見

直し、報告セグメントを従来の「動伝事業」、「設備装置事業」、「産業資材事業」から、「東日本営業本

部」、「中日本営業本部」、「西日本営業本部」、「開発戦略本部」に変更しております。　

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成してお

り、前第３四半期連結累計期間の「１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する

情報」に記載しております。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益 9円80銭 11円67銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 315 375

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 315 375

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,184 32,175

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

平成24年10月31日開催の取締役会において、第110期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　96百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 3円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年12月４日
　

 (注)  平成24年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行いました。　　　　　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年５月10日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　田　　大　　輔　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本
興業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、訂正前
の四半期連結財務諸表に対して平成25年２月７日に四半期レビュー報告書を提出した。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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